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南相馬市新市建設計画 新旧対照表 

 
頁 新 旧 

表紙 

 

小高町・鹿島町・原町市 
 

南相馬市 
新 市 建 設 計 画 

 

 

 

～山・川・海 豊かな自然が心をひとつにつなぐまち～ 

 

南相馬市（令和○年○月改訂） 

 

南相馬市（平成２８年 ３月改訂） 

 

南相馬合併協議会（平成１６年１２月策定） 

 

 

小高町・鹿島町・原町市 
 

南相馬市 
新 市 建 設 計 画 

 

 

 

～山・川・海 豊かな自然が心をひとつにつなぐまち～ 

 

 

南相馬市（平成２８年 ３月改訂） 

 

南相馬合併協議会（平成１６年１２月策定） 

 

Ｐ４ 

 

（３）計画期間 

新市建設の基本方針（将来像）については、将来を展望した長期的な

視点に立つものとし、主要施策、財政計画については、合併後２５年間

（平成１７年度から令和１２年度まで）について定めるものとします。 

 

 

（３）計画期間 

新市建設の基本方針（将来像）については、将来を展望した長期的

な視点に立つものとし、主要施策、財政計画については、合併後２０

年間（平成１７年度から平成３７年度まで）について定めるものとし

ます。 
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頁 新 旧 

Ｐ２８ 

 新市の人口・世帯数は、平成１７年から令和２年までの国勢調査結果

及び東日本大震災後の市内居住実態を踏まえ、コーホート要因法（国勢

調査のデータを基に、生残率や出生率などの要因を加味し、変化率によ

り将来の人口を推計する方法）による推計に政策的な人口増加等を加味

して算出しています。 
 

その結果、平成 12 年（2000 年）の国勢調査結果の人口 75,246

人、老年人口の構成比21.9％が、令和12年（2030年）には55,542

人、38.7％となり、人口の減少、老年人口の構成比の増加が更に一段

と進むものと見込まれます。 
 

 世帯数については、平成 12 年の世帯数 22,435、一世帯当人数

3.35人から、令和12年には世帯数26,810、一世帯当人数2.07人

へと、世帯数の増加、一世帯当人数の減少が進むものと見込まれます。 

 

 新市の人口は、平成７年から平成２２年までの国勢調査結果及び東

日本大震災後の市内居住実態を踏まえ、コーホート要因法（国勢調査

のデータを基に、生残率や出生率などの要因を加味し、変化率により

将来の人口を推計する方法）による推計に政策的な人口増加等を加味

して算出しています。 
 

その結果、平成12年（2000年）の国勢調査結果の人口75,246

人、老年人口の構成比21.9％が、平成36年（2024年）には55,567

人、37.8％となり、人口の減少、老年人口の構成比の増加が更に一段

と進むものと見込まれます。 
 

 世帯数については、昭和60年から平成２２年までの６回の国勢調

査結果及び東日本大震災後の人口変化を踏まえ推計した結果、平成

12 年の世帯数 22,435、一世帯当人数 3.35 人から、平成 36年に

は世帯数24,171、一世帯当人数2.30人へと、世帯数の増加、一世

帯当人数の減少が進むものと見込まれます。 

 

 

Ｐ２９ 

新市の就業構造を、平成１７年から令和 2 年までの国勢調査結果及

び東日本大震災後の人口変化を踏まえ推計した結果、就業人口総数は平

成12年の 37,577人から、令和12年には25,214人へと、総人口

の減少に連動する形で、大きく減少が見込まれます。 

また、産業大分類の就業人口の推計値は下表のとおりであり、第１次

産業就業者数は平成 12 年の 3,291 人（8.8％）から、令和 12 年に

は 1,581 人（6.3％）へと減少が続き、第２次産業就業者数も同様に

推移するとともに、第３次産業就業者数も平成 12 年の 19,634 人

（52.3％）から令和 12 年には 14,559 人（57.7％）へと減少する

傾向で推移するものと見込まれます。 

新市の就業構造を、昭和60年から平成２２年までの６回の国勢調

査結果及び東日本大震災後の人口変化を踏まえ推計した結果、就業人

口総数は平成 12年の 37,577 人から、平成 36年には 21,617 人

へと、総人口の減少に連動する形で、大きく減少が見込まれます。 

また、産業大分類の就業人口の推計値は下表のとおりであり、第１

次産業就業者数は平成12年の 3,291人（8.8％）から、平成36年

には1,729人（8.0％）へと減少が続き、第２次産業就業者数も減少

で推移するのに対し、第３次産業就業者数は平成12年の 19,634人

（52.3％）から平成36年には14,894人（68.9％）へと就業人口

が減少する一方で就業割合については増加傾向で推移するものと見

込まれます。 
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頁 新 

Ｐ２８ 

〈人口・世帯の見通し〉 
（単位：人、％） 

 

旧 
〈人口・世帯の見通し〉 

（単位：人、％） 
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頁 新 

Ｐ２９ 

〈将来人口の見通し（年齢層）〉 
（単位：人）        

旧 
〈将来人口の見通し（年齢層）〉 

（単位：人）             
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頁 新 

Ｐ２９ 

〈就業構造の見通し（産業大分類）〉 
（単位：人、％） 

 

旧 
〈就業構造の見通し（産業大分類）〉 

（単位：人、％）            
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頁 新 旧 

P.６５

P.６６ 

 

④地方債 

新市建設計画事業の財源として、現行の地方債制度を基本に、普通交

付税の算定に有利な合併特例債を見込んでいます。また、臨時財政対策

債は、算定した普通交付税の交付基準額を基本に、過去の実績等により

算出し、今後も継続されるものとしています。 

 

 

 

 

 

 

④地方債 

新市建設計画事業の財源として、現行の地方債制度を基本に、普通

交付税の算定に有利な合併特例債を見込んでいます。また、臨時財政

対策債は平成16年度額が今後も継続されるものとしています。 
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頁 新 

Ｐ６８ 
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頁 新 

Ｐ６９ 
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頁 旧 

Ｐ６８ 

 

 

○歳入 （単位：百万円）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 平成35年度 平成36年度 平成37年度

8,633 8,236 9,155 8,974 8,892 8,971 8,860 8,799 8,798 8,673 8,551

372 372 372 372 372 372 372 372 372 372 372

1,120 1,120 1,351 1,447 1,447 1,447 1,447 1,447 1,447 1,447 1,447

12,785 12,170 10,464 8,689 8,288 8,059 6,463 6,509 6,510 6,603 6,695

普通交付税 6,089 6,170 6,103 6,267 6,283 6,181 5,563 5,609 5,610 5,703 5,795

特別交付税 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 900 900 900 900 900

震災復興特別交付税 5,696 5,000 3,361 1,422 1,005 878 0 0 0 0 0

68 66 65 123 121 118 116 113 111 109 106

287 304 302 347 344 341 338 335 332 329 325

12,376 9,451 8,791 3,994 3,812 3,763 2,696 2,719 2,743 2,766 2,790

80,481 59,039 5,088 2,717 2,757 2,712 1,673 1,687 1,701 1,716 1,731

881 146 146 146 146 146 146 146 146 146 146

19,104 4,062 3,247 2,209 2,573 2,355 3,636 3,127 3,015 3,724 3,426

1,553 1,624 1,763 1,693 1,624 1,541 1,527 1,527 1,527 1,527 1,527

4,669 2,838 4,089 2,398 2,359 2,261 3,332 3,341 3,341 5,360 5,379

142,329 99,428 44,833 33,109 32,735 32,086 30,606 30,122 30,043 32,772 32,495

○歳出 （単位：百万円）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 平成35年度 平成36年度 平成37年度

4,753 4,206 4,044 3,826 4,005 3,732 3,786 3,666 3,603 3,546 3,453

3,721 4,079 4,089 4,100 4,111 4,154 4,198 4,243 4,288 4,335 4,383

5,032 2,947 2,968 2,994 3,096 3,144 3,277 3,288 3,295 3,103 3,103

78,054 60,147 8,754 5,171 5,253 5,474 5,304 5,167 5,058 4,971 4,867

625 637 650 663 676 690 703 717 732 746 762

7,463 6,001 4,009 3,436 3,421 3,344 3,590 3,268 3,232 3,214 3,167

3,012 1,404 1,550 1,171 839 831 711 764 764 701 533

1,731 1,264 1,190 1,200 1,215 1,154 970 847 834 822 812

4,650 4,754 4,215 2,756 2,826 2,917 2,977 3,072 3,147 3,244 3,325

31,560 12,245 12,501 7,192 6,693 6,046 4,490 4,490 4,490 7,490 7,490

普通建設事業費 27,081 11,567 12,095 7,162 6,663 6,016 4,460 4,460 4,460 7,460 7,460

災害復旧事業費 4,479 678 406 30 30 30 30 30 30 30 30

140,601 97,684 43,970 32,509 32,135 31,486 30,006 29,522 29,443 32,172 31,895

（単位：百万円）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 平成35年度 平成36年度 平成37年度

1,728 1,744 863 600 600 600 600 600 600 600 600

△ 1,546 880 △ 9 △ 37 △ 568 △ 531 △ 315 △ 516 △ 530 △ 394 △ 769

3,397 4,277 4,268 4,231 3,663 3,132 2,817 2,301 1,771 1,377 608

財政調整基金残高 3,383 4,247 5,119 5,345 4,776 4,245 3,931 3,415 2,884 2,490 1,721

地域振興基金残高 1,066 835 605 375 230 171 112 52 0 0 0

東日本大震災復旧・復興基金 9,881 8,702 8,063 7,583 7,078 6,491 4,361 2,951 1,668 508 0

普通会計基金残高 27,489 26,560 26,607 26,433 25,299 24,376 14,716 12,953 11,303 8,879 6,587

12.5% 10.6% 9.3% 7.7% 7.7% 8.1% 8.8% 9.4% 9.9% 9.7% 9.5%

※普通会計基金残高中、東日本大震災復興交付金基金については、残額見込額を平成３３年度で国へ返還するものとして記載しています。

諸収入

繰越金・繰入金

財産収入

県支出金

国庫支出金

分担金及び負担金

地方交付税

各種交付金

地方譲与税

使用料及び手数料

地方税

地方債

補助費等

人件費

歳出合計

歳入合計

投資的経費

繰出金

投資・出資・貸付金

積立金

維持補修費

物件費

公債費

扶助費

実質公債費比率

累計収支

実質単年度収支

歳入-歳出


